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研究力低下が著しい

年々順位を落としている
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研究力低下の原因の1つ
国立大学では運営費交付金の減額
私立大学では経常費補助金の減額



文部科学省 ４．高等教育財政より

国立大学86大学全体

経常経費の
50％強

附属病院を持つ
国立大学42大学
の運営費交付金

経常経費の26.8%

協会加盟の私立
医科大学の経常
費補助金

経常経費の 2.5%

研究力低下の原因の1つ
国立大学では運営費交付金の減額
私立大学では経常費補助金の減額



法人化後病院収益は伸びて
いるが増収にはなっていない





兼業・副業は①医師不足地方では地域医療の維持・医療
崩壊の阻止の意味が大きいが、②同時に、家族の生活や
教育維持の意義も大きい。

大学病院勤務医の処遇改善なしには、研究力・教育力の
回復はおぼつかない。有能な教員の流出

大学病院勤務医の給与（主たる勤務先）



研究の主力である若手医
師が研究・教育に割く時間
はない（研究力・教育力低下）

診療を頑張ることは病院収入の
増収にはつながるが医療経費の
増加に追い付かず増収減益
＝大学経営は危機的状況



大学病院・大学の特殊性
1. 高度医療の提供：がん・特殊疾病など

高額医療が中心
2. 高額医療には高額な薬品・医療材料が

必要
3. 薬品・医療材料には消費税が必須
4. 結果：病院で稼ぎ病院の増収にはなる

が減益＝増収減益
5. 結果大学病院で働く医師：診療に時間

を取られ教育・研究に割く時間はない



消費税問題



消費税法（平成元年）
1. 建前：最終消費者がその税額を負担する
2. 政策上非課税とした三項目（医療・教育・福祉）

では事業者である学校法人等が消費税を負担
3. 大学病院・大学では教育機器、建築費、書籍、

電子機器、医療機器、医薬品、医療材料、光熱
水費にかかる消費税の一部しか税制控除が受
けられない

4. 最終消費税は消費者である患者ではなく病
院・大学が負担する＝附属病院・大学の大きな
負担



控除対象外消費税＝すなわち損税

いわゆる「損税」
平成２８年度：総額６４７億円（１大学当たり ２２億３，３００万円）
平成２９年度：総額７０１億円（１大学当たり ２４億１，７００万円）
平成３０年度：総額６８０億円（１大学当たり ２３億４，７００万円）
令和元年度 ：総額８３２億円（１大学当たり ２８億７，０００万円）
令和２年度 ：総額９０２億円（１大学当たり ３１億１，１００万円）
令和３年度 ：総額９９３億円（１大学当たり ３４億２，５００万円）

私立医科大学協会調べ

国立大学法人もほぼ同様

ゼロ税率にすべき



一般病院
特定機能病院
地域医療支援病院
精神病院
結核病院

病院の類型

医療法上の病院の類型問題

大学病院は類型化されていない。
特殊な大学病院は独立した類型へ

（医療法）



特定機能病院

他の病院と全く異なる極めて特殊なミッショ
ン（診療・教育・研究）を持つ大学病院が医療
法上独立の規定がない
大学病院を医療法上独立した類型にすべき
その上で消費税上の特例を認めるべき

大学付属病院を規定する病院類型ができたと喜んだ❕
しかし、学生教育病院でない、ナショナルセンターや、公
私立のがんセンターなどが加わる

特定機能病院は大学病院を規定するものでは
ない事が明らかに❕



大学病院の教育・研究力の回復には

1. 教員の処遇改善❕
2. 大学経営の安定化❕

高等教育への公財政支出のOECD並みへ

その財源は

そのためには

① 運営費交付金。経常費補助金の増額
② 大学病院への特殊な消費税支出の改善

 大学病院のゼロ税率・軽減税率への転換
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